
議案第 44 号 

 
令和６年度常滑市一般会計補正予算（第１号） 

 
令和６年度常滑市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,093,560 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 26,883,560 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は､「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

令和６年６月10日提出 

 
常滑市長 伊 藤 辰 矢  
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第２表 地方債補正 
１ 変 更 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

補 

正 

前 

 

 

 

 

緊急車両退出路 

整備事業 

千円 
 

 

 

180,000 

 

 

 

 

普通貸借 

 

5.0％以内 
(ただし、利率見

直し方式で借り入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率) 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合には、そ

の債権者と協定するもの

による。ただし、市財政

の都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還し、又は

低利に借換えることがで

きる。 

計 1,564,050 ― ― ― 

補 

正 

後 

 
 

 

 

緊急車両退出路 

整備事業 

千円 

 

 

 

264,200 

 
 

 

 

普通貸借 

5.0％以内 
(ただし、利率見

直し方式で借り入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率) 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合には、そ

の債権者と協定するもの

による。ただし、市財政

の都合により据置期間及

び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還し、又は

低利に借換えることがで

きる。 

計 1,648,250 ― ― ― 
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令 和 ６ 年 度 
 

常 滑 市 一 般 会 計 
 

補 正 予 算 説 明 書 
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１　特　別　職

※「その他の手当」は退職手当

２　一　般　職
（１）　総　括 ※（　）内は短時間勤務職員数を外書き

(千円) (千円)

(千円)

(3.4)

給　　　　　与　　　　　費

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

285,855

0

0

0

0

給　与　費　明　細　書

区　分 職員数 報　酬 給　料 地域手当
その他
の手当

計 共済費 合　計

給　　　　　与　　　　　費
期末手当

(千円)
年間支給率

(人) (千円) (千円) (月分) (千円) (千円) (千円)

長　等 3 28,968 16,400 57,300 7,294 64,594
11,932
(3.4)

議　員 18 88,913 125,440 25,550 150,990
36,527
(3.4)

その他 469 70,271 70,271 70,271

285,855

長　等 3 28,968 16,400 57,300 7,294 64,594

計 490 159,184 28,968 48,459 0 16,400 253,011 32,844

11,932
(3.4)

議　員 18 88,913 125,440 25,550 150,990
36,527

その他 469 70,271 70,271 70,271

計 490 159,184 28,968 48,459 0 16,400 253,011 32,844

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合計 備考

補 正 後 687,069 1,593,777 1,232,813 3,513,659 614,964 4,128,623

補 正 前 674,171 1,588,924 1,225,148 3,488,243 610,185 4,098,428

(700)
479 

(687)
478 

比　　較 12,898 4,853 7,665 25,416 4,779 30,195

区　分
管 理 職
手　　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任
手　　当

特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円)

(13)
1 

(千円) (千円)

補正後 50,929 39,981 50,495 28,919 23,124 0 4,719

補正前 50,929 39,741 50,322 28,919 22,926 0 4,719

比　較 0 240 173 0 198 0 0

区　分
時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

夜間勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当 退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 140,238 1,074 7,252 176 455,755 378,537 51,614

補
正
後

補
正
前

比
　
較

職員手当
の 内 訳

比　較 0 0 0 0 3,868 3,186 0

補正前 140,238 1,074 7,252 176 451,887 375,351 51,614
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ア　会計年度任用職員以外の職員 ※（　）内は再任用短時間勤務職員数を外書き

イ　会計年度任用職員 ※（　）内はパートタイム会計年度任用職員数を外書き

給　　　　　与　　　　　費

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

給　料 職員手当 計 共済費 合計 備考

(0)
1 

(千円) (千円) (千円)

1,593,777 1,059,246

4,853 2,827

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

39,981 50,495 28,919 23,124 0 4,719

39,741 50,322 28,919 22,926 0 4,719

240

(693)
0 

(680)
0 

(13)
0 

区　分 職員数 報　酬

補 正 後 0

比　　較 0

補正後 50,929

補正前 50,929

比　較 0

比　較 0

補 正 後 687,069

比　　較

2,653,023 538,551 3,191,574

補 正 前 0 1,588,924 1,056,419 2,645,343 536,842 3,182,185

(7)
479 
(7)

478 

区　分
時 間 外
勤務手当

宿 日 直
手　　当

夜間勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当 退職手当

7,680 1,709 9,389

区　分
管 理 職
手　　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任
手　　当

特殊勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円)

補正前 140,238 1,074 7,252 176 360,028 298,481 51,614

補正後 140,238 1,074 7,252 176 361,262 299,463 51,614

区　分 職員数 報　酬 給　料 職員手当 計 共済費 合計 備考

給　　　　　与　　　　　費

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 173,567 860,636 76,413 937,049

0 168,729 842,900 73,343 916,243

職員手当
の 内 訳

12,898 0 4,838 17,736 3,070 20,806

補 正 前 674,171

0 0 0 1,234 982 0

173 0 198 0 0

職員手当
の 内 訳

区　分
期末手当 勤勉手当

(千円) (千円)

補正後 94,493 79,074

補正前 91,859 76,870

比　較 2,634 2,204
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　（２）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

(技) (技)

　ウ　級　別　職　員　数 ※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（ 級 別 の 基 準 と な る 職 務 ）

区　　　　　分 一般行政職 保育士教諭職 消防職 技能労務職

平均給料月額（円） 294,666 260,869 295,634 262,920

平均給与月額（円） 373,556 300,006 361,421 291,188

平 均 年 齢 （歳） 37.8 34.7 35.7 55.0

国　の　制　度

一般行政職 技能労務職

（円） （円） （円） （円） （円） （円）

高　校　卒 166,600 170,900 164,000 166,600 164,000

大　学　卒 196,200 196,200 202,400 196,200

一般行政職 保育士教諭職 消　防　職 技能労務職

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(1) (100.0)

38 14.2 21 20.2 16 16.5 4 40.0

令 (2) (100.0) (3) (100.0)

和 35 13.0 26 25.0 11 11.4

6

年 101 37.7 37 35.6 26 26.8 1 10.0

4

月 16 6.0 5 4.8 12 12.4 4 40.0

1

日 35 13.0 12 11.5 20 20.6 1 10.0

現

在 33 12.3 3 2.9 10 10.3

1 0.4 1 1.0

9 3.4 1 1.0

(2) (100.0) (3) (100.0) (1) (100.0)

268 100.0 104 100.0 97 100.0 10 100.0

区　分 一般行政職 保育士教諭職 消　防　職 技能労務職

１　級 主 事 ・ 技 師 保育士・教諭 消　　防　　士 自動車運転手

２　級 調理員・用務員

３　級 主 査 ・ 主 任 主任・副主任 主　査・主　任

指導主事・園長 課長・署長・主幹

７　級 部次長・防災危機管理監 消　防　次　長

４　級 主任主査・主査 主　　　　任 主任主査・主査 職主任・（労）職長

５　級 課長補佐・副主幹 園　　　　長 課長補佐・副主幹 （技）職　　長

８　級 部　　　　　長 消　　防　　長

令和６年
４月１日現在

区　　分
一般行政職 保育士教諭職 消防職 技能労務職

区分 級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

６　級 課　長・主　幹
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　　エ　期末手当、勤勉手当 ※支給期別支給率の（　）内は再任用職員について適用

　　オ　定年退職に係る退職手当

　　カ　地　域　手　当

　 キ　特殊勤務手当

(％)

　　ク　その他の手当

技能労務職

(1.175) (1.175) (2.35) 

2.25 2.25 4.5

支給率等 国の制度（支給率等）

２０年勤続の者（月分） 24.586875 24.586875

33.27075 33.27075

３５年勤続の者（月分） 47.709

支給対象職員の比率

(令和６年４月１日現在)

代 表 的 な 特 殊 勤 務

手　 当 　の 　名 　称

区　　分

補 正 前

区　　　　分

２５年勤続の者（月分）

最　高　限　度（月分）

支給対象職員数（人）

消防手当、滞納整理手当、福祉現業手当、行旅死亡人取扱手当

国の指定基準に基づく

支　給　率　（％）

代表的な職種

一般行政職 消防職

職制上の段階、職務の級
等のよる加算措置 備　考

補 正 後 有
(1.175) (1.175) (2.35) 

2.25 2.25 4.5

支給期別支給率 支給率計

６月（月分） 12月（月分） （月分）

有

国の制度 有

(1.175) (1.175) (2.35) 

2.25 2.25 4.5

47.709

47.709 47.709

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支　給　率　（％） 3

486

3

区分 全職種

給料総額に対する比率 (％) 0.4 0.3 1.1 0.2

19.0 6.3 73.0 18.2

区　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　異　の　内　容

扶　　養　　手　　当 同　　　じ

住　　居　　手　　当 同　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　じ
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区　　分 補正前
の　額

補正額
補正後
の　額

補正前
の　額

補正額
補正後
の　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

１　普   通   債 1,501,600 84,200 1,585,800 21,019,554 84,200 21,103,754

(６) 土         木 268,800 84,200 353,000 1,310,358 84,200 1,394,558

合　　計 1,564,050 84,200 1,648,250 28,429,816 84,200 28,514,016

地　　方　　債　　調　　書

当該年度中起債見込額 当該年度末現在高見込額
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